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１．背景・目的 

既成市街地の中には、良好な立地条件を持つにもか

かわらず、敷地の前面道路となる区画道路が狭隘な地

区が存在する。このような地区では、基準容積率（道

路幅員×0.6で定められる）が適用されることによ

り、この立地条件に見合った高度利用が困難な状況に

ある。 

集約型都市構造の実現が求められている現代におい

て、そのような問題の解決は必要不可欠であり、その

ための事業手法の 1つとして、土地区画整理事業が考

えられる。しかしながら、区画整理は長年新市街地を

対象に行われてきたため既成市街地での適用が難しい

場合もある。その原因の 1つとして従来換地設計に用

いられている路線価式土地評価法の問題が挙げられ

る。現状の路線価式土地評価法では、 

・固定資産税路線価等の一般に公開されている土地評

価と乖離した結果となる。 

・路線価式土地評価上の宅地の増進と、実際の宅地の

増進が一致しない。 

などの問題が発生する可能性が高い。 

 先行研究では、全 7都市の駅周辺既成市街地におい

て、固定資産税路線価及び相続税路線価と路線価式土

地評価法による評価結果の比較を行い、問題点を明ら

かにした。本研究では、更に 3都市の同様の市街地に

おいて比較を行い、路線価式土地評価法について考察

する。 

２．研究対象 

 以下の条件を満たす地区で分析を行う。 

・駅に隣接する良好な立地条件を持つ商業地域 

・道路幅員が狭隘である、道路の密度が低いなど都市

基盤が不十分である  

・敷地規模が小さすぎず区画整理が適用できること 

その条件に一致する 

 

 

 

・千葉県京成大久保駅周辺 

・大阪府高石駅周辺 

・京都府長岡天神駅周辺 

先行研究で対象地域であった 

・島根県出雲駅周辺 

・金沢県本町周辺 

の 5地区においてケーススタディを実施した。 

３．昨年度の研究結果 

現行の路線価式土地評価法による評価結果と相続

税・固定資産税路線価との間で大きな差がある。宅地

係数は施行区域が狭い商業系既存市街地の場合、全路

線で同じ大きな値を取り、地区内での評価の差が生じ

づらくなっている。そのため、宅地係数を除いた式

（1）で評価することを提案した。 

評価値＝接近係数＋街路係数 （1） 

しかしながら、商店街や飲食店が多く立ち並ぶ路線

において高く評価される傾向があり、接近係数と街路

係数のみでは説明できないことが分かった。 

４．研究結果 

４．１ 集客ダミー変数を用いた係数検討 

 商店街など店舗が多く立ち並ぶ路線に「1」、それ以

外の路線に「0」とした集客ダミー変数を新たに加わ    

え、接近係数及び街路係数の 3つの係数を説明変数と

して定数項なしで重回帰分析を行う。 

各地区の重回帰分析の結果は表 1のようになった。集

客ダミー変数を付与した路線の部分的に固定資産税相 

対評価に近似したが、重回帰分析におけるダミー変数 

表１ 重回帰分析結果（集客ダミーあり） 

 

説明変数 偏回帰変数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値

接近係数 38203.2 3.05 74302.7 9.90 64452.7 6.85 15099.6 2.89963 94887.2 4.76

街路係数 123545 30.49 81031.3 11.96 163440 35.22 36215.6 15.163 90221.4 14.91

ダミー変数 20012.5 2.40 -23847 -2.98 17949.3 1.60 1698.55 0.70582 -9888.3 -1.05

街路重み

ダミー重み

サンプル数

決定係数 0.98771 0.98579 0.99529 0.987201396 0.99515

0.5 -0.3 0.3 0.1 -0.1

60 51 36 24 28

京成大久保 高石 長岡天神 出雲市 金沢

3.2 1.1 2.5 2.4 0.9
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の偏回帰係数は「マイナス」になった地区もあり安定 

したと言い難い。また、その他の変数に偏回帰係数に

関しても大きな変化は見ることができないため、評価

式全体を見直す必要がある。 

４．２ 関数形の改良 

先行研究での路線価式土地評価法（前年手法）でそ

れぞれの地区の路線を細かく確認すると、 

・駅から離れている路線は接近係数が「0」に近いた

め道路幅員が大きな場合に路線価土地評価法では高

く評価されてしまう。 

・道路幅員が小さければ街路係数は比例して小さくな

るため、路線価式土地評価法では小さくなりすぎる。 

など独立変数での単純な加算評価式では接近係数と街 

路係数の効き方に課題が残る。 

そこで、接近係数と街路係数の算出時にどちらも 

「1」を加えた「接近係数＋1」「街路係数＋1」に変更

して、先程と同様に定数項なしで重回帰分析を行い、

推計された偏回帰係数から接近係数の重みが 1となる

ように各係数の重みを計算する。 

表２ 重回帰分析結果（関数形改良版） 

京成大久保の場合、 

評価値＝18448×接近係数＋45435×街路係数 

＋36651×ダミー変数   

→接近係数＋2.5×街路係数＋2×ダミー変数となる。 

４．３ 比較結果 

 固定資産税相対評価・路線価式土地評価（前年手

法）・ダミー変数のみを加えた路線価式土地評価法・

係数算出改良後の路線価式土地評価法の比較結果は以

下の図 1の通りである。全ての土地評価は、地区内で

最高の評価値をとるものを基準に（1000個）、全て相

対評価に変更している。なお、固定資産税路線価と相

続税路線価は似た推移を示すので、本研究では固定資

産税路線価の評価のみ載せた。 

 各地区を比較すると全ての地区で本研究の改良版路

線価式土地評価式が固定資産税路線価に最も近似した

と言える。 

図１ 各対象地域の評価結果 

５．まとめ 

 本研究と先行研究の全 10地区についての結果よ

り、安定した重みづけ係数を得ることはできなかっ

た。しかし、係数算出を変更して関数形に取り入れた

ことで、これまで改良してきた評価式より相関が強く

なり安定した。 

 これまで同様に相続税・固定資産税路線価が駅から

遠い路線でも高いことや駅に近い路線でも路線価が低

く路線価式土地評価法とのズレの課題は解消されてお

らず、今後も関数形の改良の検討が必要である。 
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説明変数 偏回帰変数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値 偏回帰係数 ｔ値

接近係数 18448.6 3.93 9912.49 3.49 27117.2 8.53 528.45 0.82483 3195.25 0.14

街路係数 45435.6 14.25 38357.8 13.85 64714.4 27.59 557.75 4.92865 44533.7 3.02

ダミー変数 36651.1 10.20 12533.6 3.98 3174.12 0.77 346.8 2.42578 11012.4 0.81

街路重み

ダミー重み

サンプル数

決定係数

60 51 36 24 28

0.99756 0.99761 0.99936 0.992507 0.98954

2 1.3 0.1 0.7 3.4
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